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わが国は外国と比較して，台風，大雨，洪水，土砂
災害，地震，津波，火山噴火など自然災害が発生しや
すい国土のため，日ごろより災害に備えて避難袋など
を準備しておくことが重要である。とくに疾病を患っ
ている被災者は，災害時に強烈なストレス負荷がかか
るため，持病の悪化が考えられる。過去の災害に関す
る文献では，ストレスや避難所生活などの環境変化に
より，血圧や血糖値の上昇，血栓形成傾向，喘息発作

やリウマチのコントロールの悪化などが報告されてい
る 1-9)。このような災害時に悪化しやすい疾患のうち，
高血圧・糖尿病・気管支喘息・腎疾患（透析）・関節
リウマチに関して必要と考えられる物品（以下，ツー
ル）に対して，政府，日本医師会や日本薬剤師会など
の職能団体，各学会，各医療機関などが独自に一般的
なツールおよび各疾患で病態をコントロールするため
のツールを設定している 10-15)。しかし，個々のマニュ
アルに設定されているツールが重複していたり，ツー
ルの項目数が多いなどの問題点が指摘されており，避
難時にすべてを持ち出すのは非常に困難であることが
想定される。
われわれは以前に非被災地における患者・医療従事
者を対象に災害時における一般的なツール（以下，一
般的ツール）および各疾患で病態をコントロールする
ためのツール（以下，疾患別支援ツール）の必要度に
ついて調査した結果，一般的ツールでは患者・医療従
事者間で必要度に大きな差はみられなかったものの，
疾患別支援ツールについては一部の項目で有意な差が
みられ，医療従事者群のほうが患者群よりも必要度を
高く評価していたことを報告している 16)。しかしなが
ら，この先行研究では調査対象者が非被災地の医療従
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【要旨】　わが国は外国と比較して災害に遭う可能性が高い。災害時には持病の悪化が考えら
れ，それを防ぐためにも災害に備えた準備が大切である。われわれは以前に患者・医療従事者
を対象に災害時における一般的ツールおよび疾患別支援ツールの必要度について報告したが，
非被災地における調査であったため，被災地における調査と乖離している可能性がある。そこ
で今回，東日本大震災をケースに一般的ツールおよび疾患別支援ツールの必要度に対する被災
地および非被災地の医療従事者間の比較検討を行った。その結果，一般的ツールおよび疾患別
支援ツールの必要度において，「お薬説明書」や「血圧手帳」「糖尿病手帳」など被災者の治療
に対して何らかの情報が得られるツールが非被災地群よりも被災地群で有意に高かった。その
ため，ICTを活用した新しい情報共有の仕組みやクラウドの構築など災害時に対応するため
の医療提供体制の確立が急務であると考える。
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事者や患者であったため，実際の被災者の意見が反映
されておらず，推測の域を脱することが難しい。
そこで今回，被災地の意見を反映させ，より信憑性

の高い情報にするために，2011 年 3 月 11 日に発生し
た東日本大震災をケースに，一般的ツールおよび疾患
別支援ツールの必要度に対する被災地および非被災地
の医療従事者間の比較検討を行った。

方　　法

アンケート調査は，被災地においては 2012 年 12
月〜 2013 年 2 月の期間に宮城県（とくに石巻市，栗
原市，南三陸町を中心に），非被災地においては 2012
年 11 月〜 12 月の期間に京都府（とくに京都市内を中
心に）において実施した。
各ツールの項目は，われわれがすでに公表している

先行研究 16) を参考にして決定した。一般的ツールを
16 項目とし（図 1），疾患別支援ツールは，高血圧支
援ツールを 3項目，糖尿病支援ツールを 6項目，気管
支喘息支援ツールを 4項目，腎疾患（透析）支援ツー
ルを 4項目，関節リウマチ支援ツールを 5項目とした
（図 2）。各ツールの必要度に関する評価は「絶対必
要：3点，必要：2点，それほど必要ではない：1点」
の 3段階評価で行い，各ツールの平均点を算出し，必
要度の指標とした。

また，医薬品の備蓄の必要性については「必要性の
有無」を回答してもらい，医薬品の備蓄の必要性があ
ると回答した者のみに必要と思われる医薬品の備蓄日
数を自由記述により回答してもらった。
被災地群・非被災地群間の比較として，アンケート
回答者の母集団についてはFisher 正確確率検定，各
ツールの必要度および医薬品の備蓄日数については対
応なし t- 検定およびMann-Whitney U- 検定，医薬品
の備蓄の必要性についてはχ2 検定を用いた。なお，
有意性の評価は，p<0.05 で有意差あり（＊＊：p<0.01，
＊：p<0.05，N.S.：not significant）とした。
倫理的配慮については，被災地群および非被災地群
ともに，①研究の目的，②研究協力は自由意志である
こと，③無記名回答であり，個人や施設が特定されな
いこと，④得られたデータは教育・研究以外に使用し
ないこと，⑤調査結果を医療系の学会や専門誌などに
発表する予定があること，を説明のうえ，同意を得ら
れた医療従事者のみアンケート調査に参加してもらっ
た。

結　　果

アンケートが回収できた医療従事者は，被災地群で
39 名（医師 2名，看護師 4名，薬剤師 11 名，登録販
売者 7名，介護職 6名，医療事務職 9名），非被災地
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図 1　一般的ツールの必要度に対する被災地群・非被災地群間の比較
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群で 42 名（医師 3名，看護師 4名，薬剤師 23 名，登
録販売者 1名，介護職 3名，医療事務職 8名）であり，
各職種間でばらつきはあったものの，被災地群と非被
災地群の母集団には有意な差は認められなかった
（Fisher 正確確率検定，p=0.078）。
一般的ツールにおける必要度の 3段階評価は，ほと

んどの項目において被災地群・非被災地群で必要度に
大きな差はみられなかった。とくに「飲料水」「いつ
も飲んでいるお薬」においては被災地群・非被災地群
ともに必要度がほぼ 3.0 に近く，高い評価を示した。
しかしながら，「救急セット（体温計，絆創膏など）」
「カイロ・ひざ掛け」「お薬説明書」「保険証・診察券」
に関しては両群間で有意差が認められ，いずれも非被
災地群より被災地群のほうで必要度を高く評価してい
た（図 1）。
一方，疾患別支援ツールにおける必要度の比較にお

いては，高血圧では「血圧手帳」と「小型の血圧計」
が，糖尿病では「糖尿病手帳」と「自己管理ノート」
が，気管支喘息では「喘息日誌」と「ピークフロー
メーター」が，腎疾患（透析）では「自己管理ノート」

が，関節リウマチでは「リウマチ症状のチェックリス
ト」と「湿布薬」が非被災地群と比較して被災地群で
有意に高く評価していた（図 2）。
次に，医薬品の備蓄の必要性については，被災地群
では 32 名（82％），非被災者群では 31 名（74％）の
医療従事者が「医薬品を備蓄する必要がある」と回答
し，両群間に有意な差は認められなかった（表 1）。
また，必要と思われる備蓄日数は被災地群・非被災地
群ともに一番多く回答があったのは「7日分」〔被災
地群：66％（21/32），非被災地群：35％（11/31）〕で
あったが，備蓄日数の平均日数，中央値を比較すると
被災地群のほうが有意に少なかった（表 2）。
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図 2　疾患別支援ツールの必要度に対する被災地群・非被災地群間の比較

表 1　医薬品の備蓄の必要性の有無

必要がある 必要がない p値（χ2 検定）

被災地群
（n=39）

82％
（32/39）

18％
（7/39）

p=0.431
非被災地群
（n=42）

74％
（31/42）

26％
（11/42）
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考　　察

今回，被災地の意見を反映させ，より信憑性の高い
情報にするために，一般的ツールおよび疾患別支援
ツールの必要度に対する被災地および非被災地の医療
従事者間の比較検討を行った。
まず，本調査研究のアンケートでは，①回答者数が

少なかった，②職種間のばらつきがあった，という研
究限界はあったものの，統計学的解析により被災地群
と非被災地群の母集団に有意な差は認められなかった
ため，今回のアンケート調査の結果に対する母集団の
違いによる影響は少ないと考える。
次に，一般的ツール（図 1）および疾患別支援ツー

ル（図 2）において被災地群と非被災地群で有意に差
があったツールについて表3に要約した。表 3からわ
かるように，被災地群と非被災地群で有意に差があっ
たツールの半数以上が被災者の治療に関する何らかの
情報が得られるツールであった。例えば，図 1の「お
薬手帳」と「お薬説明書」で述べると，「お薬手帳」は
被災地群・非被災地群間で有意な差が認められなかっ
たが，「お薬説明書」では有意な差が認められた。「お

薬手帳」や「お薬説明書」はいずれも医薬品情報が記
載されている情報ツールであるが，「お薬手帳」に記載
がある情報は「医薬品名」「用法・用量」のみが多いが，
「お薬説明書」には「お薬手帳」に記載がある情報以
外にも「医薬品の写真」「医薬品の効能・効果」「副作
用や注意事項」などの情報も記載されており，明らか
に「お薬説明書」のほうが情報量が多く，薬剤師以外
の医療従事者にとって非常に有用なツールに成り得る。
災害時では日ごろから診察している患者だけではなく，
情報の少ない初診の患者を診察する機会が多くなる可
能性が高く，被災地群の医療従事者は「お薬手帳」よ
りも医薬品に関する情報量が多い「お薬説明書」を重
要視していると推察する。
また，図 2の疾患別支援ツールである血圧手帳や糖
尿病手帳，喘息日誌も同様で，被災前の患者の状態を
把握することができるツールであり，被災地群では非
被災地群と比較して有意に重要なツールとして認知さ
れていたと考えられる。このことから，被災時には医
療を施す際に必要な情報が入手困難になり，患者情報
を収集するのがいかに困難であるかが想像できる。そ
のため，被災地の医療従事者は患者の治療にかかわる

表 2　必要と思われる医薬品の備蓄日数

備蓄日数 被災地群
（n=32）

非被災地群
（n=31） p値

3日分 8名 2名
5日分 1名 −
7日分 21 名 11 名
10 日分 1名 7名
14 日分 1名 7名
28 日分 − 3名
30 日分 − 1名

平均 6.3 日分 11.8 日分 p<0.001＊

中央値 7日分 10 日分 p<0.001†

＊：対応なし t- 検定
†：Mann-Whitney U- 検定

表 3　災害時に必要と思われる各ツールに対する被災地群・非被災地群間比較の要約

有意差検定（Mann-Whitney U- 検定）

p<0.01 p<0.05 N.S.（not significant）

一般的ツール 保険証・診察券 救急セット，カイロ，お薬説明書 左記以外のものすべて
高血圧関係ツール 血圧手帳，小型血圧計 左記以外のものすべて
糖尿病関係ツール 自己管理ノート，糖尿病手帳 左記以外のものすべて
気管支喘息関係ツール 喘息日記，ピークフローメーター 左記以外のものすべて
腎疾患（透析）関係ツール 自己管理ノート 左記以外のものすべて
関節リウマチ関係ツール リウマチ症状のチェックリスト 湿布薬 左記以外のものすべて

※強調されているツール：患者情報が得られるツール
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情報源となるツールを強く必要としていることが示唆
された。今回の調査研究で，被災地群と非被災地群の
結果に有意な差が生じた要因の一つとして「医療従事
者の災害時医療の経験の有無」が考えられるが，今回
のアンケート調査項目に災害医療の経験の有無を問う
質問を設定していなかったため推測の域を脱すること
ができないと考える。また，今回のアンケートの質問
ではこれらのツールの必要度の質的評価（例えば，
「ツールがあったのですごく助かった」「ツールがなく
ても困らなかったが，あったほうが便利だった」など）
まで評価できなかったため，さらなる調査研究が必要
と考える。
東日本大震災による被害の多くは津波によるものが大

半であり，被害地域は沿岸部に集中しているため津波
災害といわれている。津波被災地域では地域の公立病
院や介護老人保健施設などの医療・福祉施設も全壊す
るなど甚大なる被害を受け，これまでの備えであった電
子記憶装置によるバックアップ（施設内保存）が建物の
被害と共に消失するケースが多かった 17)。このような
状況では患者情報の収集が非常に困難になり，災害医
療も困難を極める。そのため，政府が総務省を中心に
ICT（Information and Communication Technology）
を利用した災害対策の強化に取り組んでいるように，
今後の災害医療ではクラウドなどで情報の共有化がき
わめて重要になる。しかし，クラウド上に情報をあげ
るということは個人情報の流出や盗難の脅威にさらさ
れるリスクが高くなるため，個人情報を保護しつつも
医療情報の共有化が可能となるシステムの構築が急務
である。また，ICTを利用した災害対策においては
電源やネットワーク回線は必要条件になり，災害直後
には電源やネットワーク回線が復活していないことも
多いため，ICTだけに頼るのではなく，被災者自身
も医療情報（診察券やお薬手帳など）を携帯してもら
うように啓発していくことが不可欠であると考える。
しかしながら，これについては患者を含む一般市民だ
けに委ねるものでなく，医療従事者や行政などに対し
ても啓発していく必要があり，一般市民・医療従事
者・行政の三者が災害への備えの限界をたえず考慮し
ながら，密に協力体制を築いていくことが重要である
と考える。
次に，医薬品の備蓄の必要性については，被災地

群・非被災地群ともに「必要がある」と回答した医療
従事者が多かったことから，医療従事者は被災の経験
の有無にかかわらず災害に備えた医薬品の備蓄に関し

て必要性を感じていた。しかし，医薬品の備蓄日数に
ついては表 2に示すように，被災地群の平均備蓄日数
が 6.3 日分に対して，非被災地群では 11.8 日分と有意
に多かった。このような結果になった詳細な理由は明
らかにできなかったが，被災地群の医療従事者のほう
が有意に備蓄日数を少なく見積もった結果を踏まえ，
医薬品の備蓄日数においては「医療従事者の災害時医
療の経験の有無」が要因の一つになっている可能性が
考えられる。
東日本大震災発生後の被災地における医薬品卸から
医療機関や薬局への配送体制は，被災の中心地を除
き，震災から 3日目に 7割以上，1週間で 9割以上の
配送機能が回復したとの報告 18) があり，今回調査し
た被災地群の平均備蓄日数の結果とほぼ一致してい
る。このことから，災害の種類や規模の大きさにもよ
るが，およそ 1週間分の備蓄があれば安心できると考
えられる。ただし，医薬品の備蓄については，医薬品
の有効期間切れや患者の状態変化による薬剤の変更な
どを考慮しなければならず，そもそも災害の種類や被
害の大きさによりどのような種類（例えば，薬効な
ど）の医薬品を備蓄しておく必要があるのかに関する
根拠資料もないため，備蓄する医薬品の種類や量につ
いてはまだまだ問題が山積される。とくに長期間分の
医薬品を被災者（とくに高齢者）が自己管理するのは
非常に困難であり，医療従事者による介入など被災者
自身に合わせた柔軟な対応が求められ，さらなる検討
が必要である。
今回の調査結果により，災害時医療の経験のない医
療従事者に対して「お薬説明書」や「血圧手帳」「糖
尿病手帳」など被災者の治療に関する何らかの情報が
得られるツールの重要性について啓発していく必要性
があることが示唆された。東日本大震災後も 2016 年
に熊本地震が発生し，さらには 30 年以内に首都直下
地震や東海地震，南海トラフ地震が発生する可能性が
あるといわれている。そのため，阪神淡路大震災や東
日本大震災の教訓を生かし，インターネットを活用し
た新しい情報共有の仕組みやクラウドの構築など災害
時に対応するための医療提供体制の確立が急務である
と考える。
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